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要旨 

 教育歴と子宮頸がん検診定期的受診との関連を検討するため、一企業の協力を得て自記式質問紙調査を行った。年代

層別に、55～65 歳では中学校卒業者を、30～54 歳では高校卒業者を参照集団とし、各教育歴の子宮頸がん検診定期的

受診のオッズ比および 95％信頼区間をロジスティック回帰分析により算出した。その結果、55～65 歳では教育歴が高

いほど子宮頸がん検診定期的受診の出現割合が高いことが示された。一方、30 歳～54 歳の者では教育歴と子宮頸がん

検診定期的受診の間に有意な関連を認めなかった。 

キーワード：子宮頸がん検診、受診率、教育歴、女性就労者 

 

はじめに  

本邦の子宮頸がん年間発症者は近年約9,000人で、2011

年の死亡数は2,737人である1）。細胞診による子宮頸がん

検診は、子宮頸がんの罹患率・死亡率の低下に有効であ

ることが明らかになっているにもかかわらず 2）、2010 年

における過去2年の子宮頸がん検診受診率は32.0％にと

どまっており3）、受診率向上のための取り組みが大きな課

題である。 

本邦では女性の過半数が就労している。ただし、職域

で子宮頸がん検診を実施している企業は少ない現状にあ

り4）、国全体の子宮頸がん検診受診率を高めるには、職域

においても職域や地域の子宮頸がん検診受診を促す介入

が必要だと考える。その際、集団の年代や就労状況だけ

でなく、受診行動関連要因をふまえ、エビデンスにもと

づいた介入が行われることが不可欠であり、根拠となる

知見の蓄積が待たれている。欧米では、低学歴者では子

宮頸がん検診受診率が低いとの報告がある 5,6）。ただし、

本邦では戦後高校・大学進学率が大きく変化しており7）、

欧米の結果をそのまま当てはめることはできないと考え

られる。そこで、本研究では最終学歴を教育歴と操作的

に定義し、教育歴と子宮頸がん検診定期的受診の関連に

ついて、年代を考慮した検討を行った。 

 

方法 

調査対象：一企業の関西～東海エリアの 121 事業所に勤

務する30歳～65歳の女性就労者とした。 

調査方法：2012年1～3月の定期健康診断時に、事業所を

通じて、女性特有がん検診受診行動とその関連要因に関

する自記式質問紙を配布し、健康診断受付で回収した。

調査結果は、定期健康診断データと結合した後に匿名化

した。 

調査項目：最終学歴（中学校、高校、専門学校、短大、

大学・大学院、その他の 6 回答肢で尋ね、集計段階で短

大と大学・大学院卒は 1 区分にまとめ、その他を除外し

て4区分とした）、子宮頸がん検診受診歴（受診したこと

があるかを尋ね、あると回答した人のみに「子宮頸がん

検診を受ける間隔はだいたいどのくらいですか」と尋ね、

1 年毎または 2 年毎と回答した者を定期的受診ありと定

義）、年齢、雇用区分（正規・非正規の別）、BMI、閉経の

有無、出産経験（出産回数が 1 回以上で、出産経験あり

と定義）、配偶者（またはパートナー）有無、喫煙有無、

毎日飲酒有無、健診後の特定保健指導希望の有無。 

分析方法：上記の調査項目に欠損値があった者は分析対

象外とした。まず、年代と教育歴別に子宮頸がん検診定
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期的受診の有無を記述した。次に、教育歴別に年齢、雇

用区分、BMI・閉経・出産経験・配偶者・喫煙・毎日飲酒・

保健指導希望の有無を記述した。 

最後に教育歴と子宮頸がん検診定期的受診の関連を検

討するにあたっては、閉経後は子宮がん検診を受診しな

い傾向が報告されていることと 8）本邦における高校進学

率の推移をふまえ 7）、年代を 55～65 歳と 30～54 歳の 2

区分に層化して分析した。55～65 歳では中学校、30～54

歳は高校の卒業者を参照集団とし、各教育歴の子宮頸が

ん検診定期的受診のオッズ比および95％信頼区間をロジ

スティック回帰分析により算出した。なお、30～54 歳の

参照集団を高校卒業者とした理由は、本邦の高校進学率

は戦後一貫して上昇を続け 1970 年代に 90％に達してお

り、54歳以下では中学校卒業者が少ないと予想したこと

による。Model1は単変量ロジスティック回帰分析、Model2

は年齢調整、Model 3は年齢と雇用区分調整、Model 4は、

年齢、雇用区分、BMI、閉経・出産経験・配偶者・喫煙・

毎日飲酒・保健指導希望の有無を調整した多重ロジステ

ィック回帰分析とした。解析には統計解析ソフト SPSS

（Statistical Package for Social Science）for Windows 

Ver20.0を用い、有意水準5％で有意差ありとした。 

本研究は、研究者所属大学倫理委員会の承認（承認番

号23-134）のもとに実施した。 

 

結果 

対象者4,273人に調査票を配布し、3,943人から回答を

得て（回収率92.3％）、主要調査項目に欠損のない3,351

人を分析対象者とした（有効回答率85.0％）。 

分析対象者の教育歴は、高校卒業者が64.4％と最も多

かった（表1）。 

分析対象者のうち 636 人（19.0％）が子宮頸がん検診

定期的受診者であった。年代別の定期受診者の割合は40

歳代と50歳代が多かった（表2）。 

教育歴による対象者の特性を表 3 に示した。教育歴別

に見ると、教育歴が高いほど年齢は若い傾向にあり、閉

経者・喫煙者・配偶者については、ある人の割合が低く、

正規雇用者の割合が高かった。 

表4に、55～65歳者における、学歴による子宮頸がん

検診定期的受診ありのオッズ比と95％信頼区間を示した。

単変量解析では、中学校卒業者に対する高校卒業者の子

宮頸がん検診定期的受診ありのオッズ比（95％信頼区間）

は 2.52（1.25-5.09）、専門学校卒業者では 2.90

（1.30-6.46）、短大・大学卒業者では3.67（1.70-7.92）

であり、高学歴者ほど定期的受診者の出現割合が高い傾

向を認めた。この関連は多変量調整後も同様であり、高

校卒業者で 2.35 (1.15-4.82)、専門学校卒業者で 2.66 

(1.17-6.03)、短大・大学卒業者で3.28 (1.48-7.26)であ

った。 

一方、30歳～54歳者では単変量解析、多変量解析とも

に、教育歴による子宮頸がん定期的受診の出現割合に差

を認めなかった（表5）。  

 

考察 

一企業の女性就労者の教育歴と子宮頸がん検診定期的

受診との関連を検討した結果、55歳～65歳の者では教育

歴が高いほど子宮頸がん検診定期的受診者が多いことが

示された。調査対象企業内では子宮頸がん検診は行われ

ておらず、定期的受診者は地域等の検診を自発的に受け

ていたと推察される。全員が同じ企業・健康保険組合に

所属し、外形的には均質な就労者集団において、55～65

歳の中学校卒業者では自発的な子宮頸がん検診受診が少

ないことが示された。国内のレビューでは、近年日本に

おいても健康の社会間格差のあることが報告されている

9）。また、女性において高学歴群と比べて低学歴群の死亡

リスクは全死亡で 1.2 倍、脳血管障害 1.2 倍、外因 1.8

倍であること 10）、男性では教育歴が低いほど胃がん死亡

リスクが高いこと11）等が報告されており、本研究結果は

これらと矛盾しない。教育歴と検診受診行動との関連機

序としては、教育歴の低い者では保健に関する知識が不

足したり、世帯所得が相対的に低く受診抑制が生じたり

表1：年代別の教育歴 表2：年代別の定期的受診者

中学校 高校 専門学校 短大・大学
30歳代 551 14(2.5) 265(48.1) 55(10.0) 217(39.4) 30歳代 551 62（11.3）
40歳代 809 16(2.0) 528(65.3) 95(11.7) 170(21.0) 40歳代 809 165（20.4）
50歳代 1522 57(3.7) 1044(68.6) 152(10.0) 269(17.7) 50歳代 1522 332（21.8）
60歳代 469 60(12.8) 320(68.2) 48(10.2) 41( 8.7) 60歳代 469 77（16.4）
合計 3351 147(4.4) 2157(64.4) 350(10.4) 697(20.8) 全体 3351 636（19.0）

単位：人数（％） 単位：人数（％）

定期的受診者全体
教育歴

全体
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して、検診や医療へのアクセスが悪い可能性が考えられ

る。ただし、国内では1970年代から高校進学率が90％を

超え、近年では短大・大学進学率も50％を超えている7）。

短大・大学進学が特別なことではない世代では、教育歴

と保健行動の関連は弱くなる可能性があると考える。本

研究結果でも、30歳～54歳の中学校卒業者は少なく、こ

の世代の高校卒業以上の者では教育歴と子宮頸がん検診

定期的受診の間に有意な関係を認められなかった。進学

率の高い世代では卒業学校の種別だけでは、知識や理解

力、関連する職業や収入などを推し量れない可能性があ

ると考える。 

本研究の限界としては、第一に子宮頸がん検診受診行

動に関わる婦人科疾患現病・既往の有無、家族歴、女性

の社会経済的要因の規定因子として重要だと考えられて

いる配偶者や世帯全体の所得等について検討できていな

いことがあげられる。第二に、同一企業の就労者が対象

であるため、結果の一般化が難しいことがあげられる。

平成22年度国民健康・栄養調査における50歳代の過去2

表4　55-65歳者における、教育歴による子宮頸がん検診定期的受診ありのオッズ比と95%信頼区間

Model　　1 Model　　2 Model　　3 Model　　4

定期的受診者（％） OR(95%CI) OR(95%CI) OR(95%CI) OR(95%CI)

中学校 9/104（8.7） ref. ref. ref. ref.

高校 170/882(19.3) 2.52(1.25-5.09) 2.42(1.20-4.91) 2.13(1.20-4.93) 2.35(1.15-4.82)

専門学校 28/130(21.5) 2.90(1.30-6.46) 2.80(1.25-6.26) 2.81(1.26-6.28) 2.66(1.17-6.03)

短大・大学 41/159(25.8) 3.67(1.70-7.92) 3.45(1.59-7.51) 3.51(1.61-7.65) 3.28(1.48-7.26)

OR：Odds Ratio(オッズ比)、CI:Confidence Interval(信頼区間)

表5　30-54歳者における、教育歴による子宮頸がん検診定期的受診ありのオッズ比と95%信頼区間

Model　　1 Model　　2 Model　　3 Model　　4

定期的受診者（％） OR(95%CI) OR(95%CI) OR(95%CI) OR(95%CI)

高校 250/1275（19.6） ref. ref. ref. ref.

専門学校 41/220(18.6) 0.94(0.65-1.36) 0.99(0.68-1.43) 1.00(0.69-1.44) 1.05(0.72-1.53)

短大・大学 34/538(17.5) 0.87(0.67-1.13) 0.97(0.75-1.27) 0.95(0.73-1.25) 0.89(0.67-1.17)

Model1～Model4は表4と同様

Model1：単変量解析、Model2：年齢調整、Model3：年齢・雇用形態を調整、Model4：年齢・BMI・雇用形態・閉経有無・出
産経験・配偶者有無・喫煙有無・毎日飲酒有無・保健指導希望の有無を調整

表3：教育歴による対象者の特性

中学校 高校 専門学校 短大・大学

　対象者数：人(%) 3351 　 147(4.4)  2157(64.4)   350(10.4)   697(20.8) <.001

　年齢：才*1 50.0(±9.0） 55.2(±8.7） 51.0(±8.4） 49.8(±9.0） 46.0(±9.5） <.001

　BMI：㎏/㎡ 22.6(±3.9） 23.3(±4.0） 22.8(±4.0） 22.8(±4.1） 21.9(±3.5） <.001

　正規雇用者：人数（％）*2 412（12.3） 4（2.7） 201（9.3） 22（6.3） 185（26.5） <.001

　閉経者：人数（％）*3 1779（53.1） 113（76.9） 1224（56.7） 184（52.6） 258（37.0） <.001

　出産経験あり：人数（％）*4 2629（78.5） 124（84.4） 1784（82.7） 264（75.4） 457（65.6） <.001

　配偶者あり：人数（％）*5 2324（69.4） 89（60.5） 1556（72.1） 231（66.0） 448（64.3） <.001

　喫煙あり：人数（％）*6 587（17.5） 39（26.5） 408（18.9） 64（18.3） 76（10.9） <.001

　毎日飲酒あり：人数（％）*7 429（12.8） 19（12.9） 289（13.4） 45（12.9） 76（10.9） 0.400

　保健指導希望あり：人数（％）*8 1126（33.6） 50（34.0） 693（32.1） 116（33.1） 267（38.3） 0.028

*3 「現在月経はありますか」質問に対して「閉経」と回答した人数
*4 「出産は何回されましたか」質問に対して1回以上の数値を記入した人の人数
*5 「現在、配偶者（内縁関係等も含む）やパートナーがいますか」質問に対して「いる」と回答したした人数
*6 現在喫煙すると回答した人数
*7 現在毎日飲酒すると回答した人数
*8 企業内の特定保健指導について 「専門家による保健指導があれば希望したいですか」質問に「希望する」と回答した人数

*2 雇用区分が正社員等である正規雇用者の人数

全体
教育歴

p-value

連続量；平均値±標準偏差，離散変数；人数（%）　　連続量には一元配置分散分析、離散変数にはχ²検定を行った。
*1 2012年4月1日現在の年齢
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年間の子宮頸がん検診受診率は36.7％であるのに対し3）、

本研究対象者の 50 歳代の定期的受診者割合は 21.8％で

あった。本研究では過去の受診間隔を問う形で質問して

いるため単純な比較はできないが、相対的に健康への関

心が薄い集団であった可能性もあり、異なる集団での知

見の蓄積が必要である。 

子宮頸がん検診受診率は50歳代以降で低下する現状に

ある3）。今回、高年代層の中学校卒業者で検診受診率が低

かったことからは、今後の保健介入において検診受診機

会、費用負担等についてより具体的な案内を行うととも

に、今後、低学歴者への効果的な保健介入のあり方を検

討していく必要があると考える。 

 

結論 

一企業の女性就労者集団において、55～65 歳では、教

育歴が高いほど子宮頸がん検診を定期的に受診する者が

多いことが示された。今後、高年代層の低学歴者への効

果的な保健介入のあり方を検討していく必要があると考

える。 
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